
沖縄の情報通信の展開：2001年まで
桑原　政則

はじめに

　沖縄県は、沖縄県の今後の産業振興についてはIT産業を、観光・リゾート産業と共に、リーディング産業、戦略産業として位置づけ、IT分野への高い期待をよせている。

ただ、ITの世界はスピードが速く、他府県ばかりでなく、周辺のアジア諸国などのライバルも多い。この分野においては、「ドッグ・イヤー」で時間が流れる。本稿では、このような激変するIT分野にあって、沖縄県の情報通信(IT＝Information Technology、InfoCom) 産業の現状、その振興策、人材育成といった重要な戦略について考察する。

沖縄振興策の歴史　

　世界の国々は今自国経済の牽引役としてIT産業の育成に精力を傾注している。この分野においては、新しい潮流への乗り遅れは即敗退を意味するため、各国は激甚な競争を繰り広げている。

　日本国内では、1994年「高度情報通信社会推進本部」が設置され、1995年「高度情報通信社会推進に向けた基本方針」が策定された。その後全世界的なインターネット、携帯情報端末の急速的な普及などの環境変化を踏まえ、同推進本部は1998年には、「電子商取引の普及、電子政府の実現、情報リテラシーの向上、情報インフラ整備」を目標として掲げた。1999年には、「Ｅコマースの普及、公共分野の情報化、デジタルデバイドの是正、情報セキュリティー対策の強化、ネット料金の低廉化促進」を柱とする行動計画を決定した。2000年7月には「ＩＴ戦略本部」を設置も設置された。同7月の沖縄サミットでは、「沖縄ＩＴ憲章」も採択された。
沖縄では1915年以来、数々の振興計画を策定してきた（下表参照）。振興策のなかにIT産業が姿をあらわし始めたのは、1996年11月に沖縄県が発表した「国際都市形成構想」からである。すなわち、1996年9月、政府は、沖縄政策協議会を設置した。
沖縄振興計画関連年表
	1915(大正4)年5月
	「産業１０年計画」

《注》：廃藩置県後、県が策定した初の計画

	1924(大正13)年  

	｢経済振興会｣結成
《注》:ソテツ地獄からの脱却目指し官民で結成

	1926(大正15)年
	帝国議会で｢沖縄県救済に関する建議書｣が通過

	1932(昭和7)年12月
	政府､「沖縄県振興計画」を承認
《注》:33年―47年までの15カ年計画だが、第2次大戦でとん挫

	〈戦後〉1945年～1972年

	1946(昭和21)年4月
	南西諸島米国海軍軍政本部｢沖縄に関する軍政府経済政策について｣を発表

	1951(昭和26)年5月
	米軍政府、「Economic Plan for the Ryuku Island」を策定 

	1953(昭和28)年12月 

	琉球政府、｢第一回経済審議会｣を招集
《注》：｢経済振興第一次五カ年計画の構成要綱｣を諮問

	1955(昭和30)年6月 
	米軍政府、「Economic Plan for the Ryuku Island Revised」を策定


	1955(昭和30)年6月
	琉球政府、「経済振興第一次五カ年計画」策定

	1960(昭和35)年4月
	米国政府、「プライス法（琉球経済援助法）」を可決。

《注》：年間600万ドルを限度とする支出を承認 

	1960(昭和35)年5月
	米民政府と琉球政府、「長期経済計画」を策定

	1962(昭和37)年   
	米民政府、「第二次長期経済計画」を策定

	1962(昭和37)年6月
	米民政府、「第一次民政五カ年計画」を策定

	1964(昭和39)年9月
	「財政総合三カ年計画」

	1969(昭和44)年10月
	日本政府、「沖縄経済振興基本構想」を策定

	1970(昭和45)年9月
	「長期事業計画」

	1970(昭和45)年9月
	琉球政府、「長期経済開発計画」を策定

	<復帰後>　1972年5月～

	1972(昭和45)年12月 
	政府、「第一次沖縄振興開発計画」(1972年－1981年)を発表

	1981(昭和56)年   
	政府、「第二次沖縄振興開発計画」(1982年－1991年)を発表

	1991(平成4)年   
	政府、「第三次沖縄振興開発計画」(1992年－2001年)を発表

	1996(平成8)年8月
	「島田懇談会」を設置

	1996(平成8)年9月
	「沖縄政策協議会」を設置

	1996(平成8)年11月
	沖縄県、「国際都市形成構想」を発表

	1997(平成9)年5月
	沖縄県、「国際都市形成計画」を策定

	1998(平成10)年3月
	郵政省、「沖縄マルチメディア特区構想」を発表

	1998(平成10)年9月
	県「沖縄マルチメディア アイランド構想」を発表

	1999(平成11)年6月
	政府、「沖縄経済振興21世紀プラン　中間報告」を発表

	2000(平成12)年4月
	郵政省、「沖縄国際情報特区構想」を発表


	2000(平成12)年8月
	政府、「沖縄経済振興21世紀プラン　最終報告」を発表


　沖縄政策協議会などの一連の調査、施策が1996年沖縄県が発表した「国際都市形成構想」や、1998年の「沖縄マルチメディア アイランド構想」に反映されていく。沖縄政策協議会は、すでに1997年11月には、アジア太平洋地域の情報通信ハブとしての国際都市沖縄形成と21世紀にふさわしい産業を創出するため、(1)情報通信の活用による住民生活および産業の高度化支援、(2)情報通信産業の集積支援のための推進方策調査をおこなうと発表している。

　沖縄県における情報通信産業の振興策は、現在までに次の3つを数える。

「沖縄マルチメディア特区構想」(1998年3月、郵政省)

「沖縄マルチメディア アイランド構想」(1998年9月、沖縄県)

「沖縄国際情報特区構想」(2000年4月、郵政省)

　「沖縄マルチメディア特区構想」は、1998年3月郵政省が策定したもので、沖縄をアジア・太平洋地域の情報通信ハブとするために、情報通信基盤の整備、人材育成・研究開発の推進、先進的なアプリケーションの展開、IT産業の集積、情報発信機能の強化をうたっている。　

　「沖縄マルチメディア アイランド構想」は、上と同年の1998年9月に、沖縄県が策定した。この沖縄マルチメディア アイランド構想（MMI構想）の達成目標は、IT産業の振興・集積による沖縄の自立的な経済発展、高度情報通信技術を活用した特色ある地域振興、アジア・太平洋地域における情報通信分野のハブ機能を通した国際貢献である。情報サービス、コンテンツ制作、ソフトウェア開発を重点分野にしている。

1999年7月には、沖縄マルチメディア アイランド構想（沖縄MMI構想）の推進母体「FROM沖縄推進機構」が設立された。沖縄MMI構想では、2010年には県内IT産業に24,500人の雇用を生み出そうとしている。国は2010年までに245万人育成する計画であり、その100分の1である。

　なお、沖縄県とは別に、郵政省は2000年4月に「沖縄国際情報特区構想」を打ち出した。これは、「沖縄マルチメディア特区構想」を継承発展させるものである。同構想では、アジア・太平洋地域のITの拠点形成に向けたグローバルIXの構築、地域情報通信ネットワークの高度化、国内外の情報通信関連企業、研究機関等の誘致促進・集積・育成、国内外のデジタルコンテンツ、アプリケーションの集積拠点形成、情報通信技術に即応できる人材の早期・大量育成を推進方策として掲げている。同構想は、「沖縄経済振興21世紀プラン」の柱となることが期待されている。

　下に、「沖縄県における情報通信産業の3大振興策」とその骨子掲げる。

　沖縄県における情報通信産業の3大振興策

1.沖縄マルチメディア特区構想　1998年3月　郵政省

·目的：沖縄をアジア・太平洋地域の情報通信ハブとする。

←①情報通信基盤の整備

←②人材育成・研究開発の推進

←③先進的なアプリケーションの展開

←④情報通信産業の集積

←⑤情報発信機能の強化

2.沖縄マルチメディア アイランド構想　1998年9月：沖縄県

·目標：

①情報通信産業の振興・集積による沖縄の自立的な経済発展

②高度情報通信技術を活用した特色ある地域振興

③アジア・太平洋地域における情報通信分野のハブ機能を通した国際貢献

·数値目標：情報通信産業で2010年に雇用24,500人

←①情報サービス

←②コンテンツ制作

←③ソフトウェア開発

3.沖縄国際情報特区構想　2000年4月：郵政省

·1の「沖縄マルチメディア特区構想」を継承発展

·推進策：

①アジア・太平洋地域の情報通信の拠点形成に向けたグローバルIXの形成

②地域情報通信ネットワークの高度化

③国内外の情報通信関連企業、研究機関等の誘致促進・集積・育成

④国内外のコンテンツ、アプリケーションの集積

⑤情報通信技術等明るい人材の早期・大量育成

·「沖縄経済振興21世紀プラン」の柱になることが期待されている
沖縄県のIT産業の現状

　郵政省の「沖縄国際情報特区構想」では、情報特区構想の推進方策の第1位に「アジア・太平洋地域の情報通信の拠点形成に向けたグローバルIXの形成」をうたっている。このグローバルIX（アイエックス、インターネット・エクスチェンジ）形成の可能性について検証したい。

インターネット網やデータ転送の品質維持には、ISP（Internet Service Provider、インターネット接続事業者）やインターネット・エクスチェンジ、いわゆるIXが重要な役割を担っている。ISP同士の接続方法には、すべてISP間で接続しあう方法もあるが、IXという接続回線の結節点を設けると、低コストで大量のトラフィック（情報量）を処理することができる。IXとは、山手線でいえば東京、新宿、渋谷、池袋といったターミナル駅のようなものである。

　日本の最南端にある沖縄は、赤道上空にある静止衛星の地上中継地として望ましい位置にある。また、現在、沖縄本島には、SEA-ME-WE3ケーブル(対地はアジア、欧州)、China-USケーブル(対地は米、中国、台湾、韓国)、JIHケーブル(対地は日本本土)などの大容量ケーブルが陸揚げされている。日本全体の国際光海底ケーブルの4割が沖縄を経由しており、沖縄はアジア・太平洋地域の光海底ケーブル網の結節点となっている。北米のインターネットサービスのミラーサイトを沖縄に立地することで、IXの形成との相乗効果が期待できる。

このように大量運送が可能なため、IXのグローバル化が急速に進んでおり、国内のIXもアジアの中核としてのIX確立を目指して国外のISP等に積極的な働きかけをしている。「沖縄国際情報特区構想」においては、グローバルIXへの期待は高く、同構想の根幹はグローバルIXの構築にあるといってよい。

　また「沖縄国際情報特区構想」ではデータセンターの集積も目指している。日本国内では、2000年に入ってデータセンターの開設ラッシュが始まった。データセンターでは、ISPやコンテンツ・プロバイダ等の企業のWebサーバーなどを設置、保守、運用、管理する。データセンターには膨大なデータを安全にかつ高速処理するための大容量の基幹回線などのネットワーク・インフラ、高度なシステム運用、管理、セキュリティー対策などハイレベルの設置環境が要求される。

IXは、情報通信企業が集積しているところで発展し、そこにはデータセンターも吸引される。現在、IX、データセンターの分野では、ノウハウや実績、ネットワーク・インフラが充実しているアメリカ企業が世界的に先行している。国内では、データセンターは東京に集中している。現状では、「沖縄国際情報特区構想」のめざす「アジア・太平洋地域の情報通信の拠点形成に向けたグローバルIXの形成」は難しい。東京をしのいで沖縄にグローバルIXやデータセンターを移行する企業はないであろうからである（琉球銀行調査部「IT革命と本県における情報通信産業の振興について」）。沖縄はマーケットとしての比較優位性、居住環境、人材などの面で企業誘致のインセンティブに欠けるところがある。現段階での沖縄の可能性としては、地域IXの創設や、インターネット・ユーザーのアクセス分散などを目的としたミラーサイトの設置などではないだろうか。

IT産業は、高度技術の活用と人材の厚みで優劣が決まる。このため、各国は人材育成にしのぎを削っている。沖縄県の「マルチメディアアイランド構想」では、「人材育成・研究開発の促進」という項目の中で「情報リテラシーと英語能力の向上」や「クリエーター等の育成」などを掲げている。「沖縄国際情報特区構想」でも「情報通信技術等に明るい人材の早期・大量育成」をあげており、両構想は人材育成が焦眉の急であるとすることで一致している。

　ここで沖縄の情報通信産業の現状を見ておきたい。最も顕著な動きを示しているコールセンター(情報サービス産業)は、集積が進み一定の産業規模となり、2000年度末には4000名の雇用を見込んでいる。コンテンツ制作産業では、CD-ROMやHP､3DCG制作、特殊撮影、ハイビジョン編集、デジタルアニメを制作受注するベンチャー企業が立ち上がってきており、200人の雇用が見込まれている。ソフトウェア開発では自治体、企業をマーケットとした企業が集積しはじめた。とくにGIS分野への取り組みが注目される。さらに、コールセンターの開発、保守、管理業務も見込まれる。雇用見込みは3500人である。この他に、通信・放送産業で3000人の雇用が見込まれている。

　Eコマース（電子商取引）、ITS（高度道路交通システム）、電子政府（行政事務システム）などで取り扱うデータの大多数は、地理的な位置情報と密接なつながりがあるため、GIS（地理情報システム）の重要性が急速に高まっている。GISとは、Geographic Information Systemsの略で、地理情報システムのことである。GISは、地下の埋設物、地質のデータ、土地の利用状況、人口統計などのデータ、気象や大気に関するデータなどを、地図を下敷きにして利用できるようにするシステムである。GISは、民間企業では、顧客台帳、物流や設備の管理、店舗の新規設置、事故や災害などの安全危機管理などに、行政では、住民台帳、地籍管理、道路や公園の管理、上下水道の管理など自治体業務のほとんどをカバーする。このようにマーケティングや都市計画など多様な用途があるGISの構築は、県がマルチメディアアイランド構想の柱に位置付けるなど力を入れている分野である。

　国においても、GIS を21世紀の高度情報通信社会の重要ツールとして位置づけている。1998年6月に沖縄は、岐阜、静岡、大阪、高知、福岡、大分と共に、GIS推進のモデル地区に選定された。

　沖縄におけるGISの歴史は、1992年沖縄県警察本部通信指令システムの開発にはじまる。その後県全域の地形図のデジタル化、市町村地籍図のデジタル化、県全域の航空写真のデジタル化が推進された。さらに国土庁が宜野湾市、浦添市、沖縄市、北谷町で実施した「沖縄県のモデル地域における国土空間データ基盤及びＧＩＳの実験的構築」が自治体GISの展開に結びついていく。その後、琉球大学工学部の衛星画像解析による地図作製研究、沖縄県地理情報システム協議会の設立、通産省公募の「沖縄市街街づくり事業」などの進展もあった。この間沖縄県マルチメディアアイランド構想の推進母体のフロム沖縄がGISをIT産業振興の柱にし、国の支援を受ける素地をつくった（フロム沖縄推進機構「産業クラスター形成に向けて　情報通信産業集積ビジョン　概要編」2,000年10月）

人材の育成

　情報通信産業の振興にはハイレベルの技術者、クリエーターを大量に必要とする。そのためには、次のような施策が必要であろう。行政側は既存の大学、学校などでの情報通信教育を充実させる。教員の情報リテラシーを向上させる。マルチメディア大学など専門大学の設置を早急に実現させる。また、家庭、企業、学校、公共機関などのネットワーク化を促進し、マルチメディアを実生活に直結させ、早いうちから県民に情報機器に慣れ親しむ環境をあたえる。

　ともあれ、初期の段階では行政側が地域地区単位で住民に振興策の目的と内容をつたえ、振興策への積極参加を促し、県民の意見をくみ上げ、双方の意見をすりあわせて、各事業の具体的な実行可能なプランを策定していくべきであろう。県民の情報リテラシー向上のためには、上述のごとく、企業、家庭への高速大容量の通信インフラを整備し、学校、職場、家庭にマルチメディア体験の機会を作りあげることが重要である。

また、情報通信企業の誘致を積極的にはかるには、優遇措置や規制緩和の推進などの策を大胆に講じる必要がある。また、国内・外よりネットワーク技術者、クリエーターなど有能な人材を県内へ招聘する。そのためには、招聘した技術者等の居住環境を整備し、暮らしやすい環境をつくることも必要である。IT革命のスピードは速いため、振興策実施主体の行政、企業は、振興策全体の方向修正などに迅速柔軟に対応できる体制を構築することが大切であろう。

　ともあれ、次世代のIT産業を担う子供たちの教育は、学校だけでなく日常生活でいかに幅広くマルチメディアとつきあっていくかにかかっている。IT分野における人材育成には近道はなく、10年単位の地道な努力によるしかない。

　以上、IT産業自体の振興を検証してきたが、IT革命のスピードは速く、沖縄県が世界の国々を相手に競争に打って出るということは、行政や県民が共通認識のもとで覚悟を持って臨まなければ成功を収めることは出来ない。地域振興はその地域にあったやり方があるはずで、沖縄県も地域レベルによる、差別化したIT産業の振興を真剣に考えるべきであろう。あくまでも主役は県民であり、企業である。

　ただ、IT革命が全世界で、全産業分野に浸透しているなかにあっては、狭くIT産業自体の振興ばかりに射程をおくのではなく、すべての産業のサービスの向上、能率向上、合理化、効率化のために、ITを活用することを考えるべきであろう。将来的に見るなら、ITはあらゆる産業の高度化、効率化に不可欠な基盤なのである。

　たとえば、沖縄には、亜熱帯性海洋性気候、美しい海、芸能文化、固有の文化、伝統といった内外に誇れる潜在的なコンテンツ発言力がある。これらをITをベースにした「静脈の経済」に優位性を求めるべきであろう。静脈の経済とは、生産の主体である人間を、リフレッシュ、復元して生産に再び戻す経済である（富川盛武「産業ネットワークと沖縄経済の振興」沖縄国際大学　学内定例講座、2000年7月15日）。観光産業、リゾート産業、エコツーリズム、ウェルネス産業、健康食品産業、福祉関連産業、芸能産業、スポーツ産業、エンターテインメント産業などが静脈の産業にあたる。ITをベースにし、ITを活用することにより、これら、いわば人間回復産業の振興をはかることによって、自立経済の道への展望が開かれるであろう。

高度IT人材の集積策
　最後に、沖縄振興の鍵を握る高度IT人材の集積策について私見を述べる。

　IT人材の集積には、3段階が必要である。

第1の段階での人材集積策は、優秀な人材、企業家を外部より招致することである。そのためには、衣食住環境などのアメニティの整備をはかる必要がある。マレーシアのマルチメディア・スーパーコリドー、台湾の新竹科学工業園区が参考になる（いずれも拙稿参照）。

　国内においても京都は「人材の外資導入」に積極的である。「京セラ、島津製作所、オムロン、ワコールなど新しい会社が次々と生まれ京都経済は繁栄している。しかし、京都出身の経営者はほとんどいない。京都以外の企業家が活躍できる土壌を用意したのは京都の人たちだ。また、地域おこしの成功例をみると、ほとんどがよそ者か地元出身者でもＵターンが多い。」「シリコンバレーはＩＣで持っていると言われる。ＩＣ産業はインドや中国の人が中心だ。株式公開企業の半数以上は外国人。重要なのはそれを許容する地元のマインドがあること。外国人が成功すれば、地元からもどんどん出てくる。」（清成忠男「閉鎖性の打破を」「琉球新報」2000年10月8日）

　アメニティのなかでも大切なのは、教育環境である。水準の高いマルチリンガルの私立小、中、高、大学が必要である。これがないと、日本人単身赴任者ばかりしか集まらない。すぐれたマルチリンガルの学校があれば、他の不利要因は無視してでも、将来のために、家族、生徒は沖縄をえらぶ。マルチリンガルの学校には、ヤマトンチュばかりでなく、在外ウチナーンチュ、台湾人、中国人、韓国人、インド人、アメリカ人、他のアジア人が通うことになるであろう。

　台湾の新竹科学工業園区では、アメリカ在住の台湾人技術者を所得保証や居住環境整備などで呼び戻し、英語でも学べるインターナショナル・スクールを設立した。2001年9月より、中国語と英語で授業をおこなう「バイリンガル校」を一般の学校にも認めることになっている。（「民生報」2001年3月9日）。1国2制度の教育環境を採用するのであるが、これぐらいのドラスティックことをしないと、他県や他国に比べ、突出した比較優位性を保つのは困難である。マレーシアでは、マルチメディア・スーパーコリドーとあわせて、超法規的にマルチメディア大学を設立した。

　第2に、即戦力としての人材の育成は、沖縄では時間的に当分困難である。それよりも当面は、IT予備軍をアメリカや日本本土、アジアに留学生、企業派遣生として派遣する方が現実的である。「われわれは、養殖場のいけすの中でえさを待つ魚ではなく、大海で食っていける魚にならなくてはならない」（知名洋二「アジアに学ぶべきだ」「琉球新報」2001年1月1日）
　台湾でも、インドでも初期のIT人材の供給先は、元留学生、元在米技術者であった。台湾は米国、日本に多くの人間を送り、人材を育て、IT産業を伸ばしてきた。米国留学生は年間2－3万人おり、それが豊富な人材を生み出している。沖縄では、今年の10月末には世界のウチナーンチュ大会が開催される。世界のウチナーンチュ（沖縄人）に沖縄をアピールするよい機会であろう。

　最後に、沖縄で育成した人材が稼働するには、10年単位の期間を要する。それだからこそ、10年後に備えて、いまから人材育成教育を実施する必要があろう。

おわりに

　2001年3月発表のポスト三次振計の基本方針「新たな沖縄振興に向けた基本的な考え方（案）」の中で県は、情報通信産業振興のための最重要課題である人材の確保について以下をあげる。
1) 産・学・行政の連携

2) 小中高校生の情報教育の強化 
3) 長期的視点に立った県民の情報リテラシーの向上

4) 県立芸大でのIT関連などの教育強化・充実

5) 専修学校での企業ニーズに対応した即戦力となる人材育成の促進
　上以外にも、情報通信系の大学院大学の設立、既存の大学での情報通信教育の強化などが考えられる。ともあれ、先述のごとく、次世代のIT産業を担う子供たちの教育は、学校だけでなく日常生活でいかに幅広くマルチメディアとつきあっていくかにかかっている。そのためには学校、家庭に高速大容量の通信インフラを早急に整備する必要がある。IT分野における人材育成には近道はなく、10年単位の地道な努力によるしかない。

　沖縄は、「地租改正」が本土から30年も遅れために農業の近代化が遅れ、また戦前高等教育機関が設置されなかった唯一の県であった。また、戦後、アメリカに占領されていたため、本土の重化学工業化の成功の時代の恩恵に浴せなかった。ために、本土に比し、人的資源の蓄積、産業組織、資本蓄積、技術革新能力、マーケット能力は大幅に遅れている。

　ハイエクやフリードマンのような弱肉強食の市場原理主義（マネタリズム）では、比較優位の少ない沖縄では、トータルな発展には結びつかない。また政策による需要牽引主義（ケインズ経済学）は日本政府の国家財政赤字の累積により不可能になってきている。第3の道のIT革命は一発逆転のチャンスを秘めている。沖縄経済のエンジンを外発的な「公的支出，観光，基地」の3Kから、内発的な「健康、高齢、環境」の新3K（沖縄県「今後の沖縄振興の方向性についての県民の意見」）に移行するためにも、IT革命を千載一遇の機会ととらえるべきであろう。

謝辞と注

本調査にあたっては、沖縄県庁、那覇市役所、名護市役所、沖縄市役所、読谷村役場など沖縄県内諸機関諸施設、および多数の沖縄現地の方々に幾たびとなくご教示ご示唆をたまわりました。また、「沖縄情報通信年表」掲載の関係資料のお世話になりました。ありがとうございました。また、今後ともよろしくおねがいします。

　また、参考文献は、紙数の関係上、次稿にて一括掲載します。
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